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市場価格の変動について

一一有効需要分析と関連して一一

阿部真也
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いうまでもなく市場価格とは，現実の市場において，需要者と供給者の競争

のうちに決定される具体的な価格の乙とである。乙の市場価格の騰落につれて

利潤率も騰落し，そしてこの利潤率の騰落は再生産過程の膨脹と収縮を規定す

ると考えられるから，再生産の具体の姿は，乙の市場価格の循環的変動のうち

に描き出される乙とになる。

と乙ろで，マルクス体系のうちには，立派な構造分析が見出されるが，しか

し動態分析が欠けていると言われるばあい，それはマルクスによっては，いま

述べた市場価格の具体的分析が充分に行なわれていない，ということを意味し

ているようである。つまりマルクスのばあいには，需要と供給の均衡した時点

で議論が組立てられているため，それは再生産の階級的な構造を分析したり再

生産の長期的な均衡条件を検討したりするには都合がよいけれども，しかしそ

れは，需給の不均衡の上に描き出される再生産の動態の説明には不適当である

と言われるのである。そして事実，資本論第一巻や第二巻の分析はζの乙とを

示しているように思われるし，更に第三巻の生産価格論も，諸資本が平等の利

潤を取得する乙とによって再生産が均衡すると主張するかぎりにおいて，長期

的・構造的視点l乙立つものと考えられるのである。

しかしながら，ただとれだけの事実から，マルクスには動態分析又は短期分

析がないと結論するのは危険である。それは，生産価格論を展開した第三巻第

九章のすぐあとの第十章で， 「競争による一般利潤率の均等化，市場価格と市

場価値」と題して，市場価格の分析が行なわれているのを見ても明らかであろ

う。事実，マルクスによって残された叙述をよく読んでみると，マルクスは，
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利潤の分析の後につづく商業資本や信用その他の検討を終えてから，はじめて

具体的な市場価格論を論じようとしていたことが知られるのである。つまりマ

ルクスは，構造的・均衡的な価値・生産価格の体系のうえに，商業資本や信用

その他を前提とした動態的な価格論を展開しようとしていたのであるが，この

マルクスの構想、は果されぬままに後に残されることになったと考えられるので
(1) 

ある。

(1) マルクスは資本論第三巻第六章「価格変動の影響」において次のように書いてい

る。 「われわれが本章で研究する諸現象は，それらを充分に展開するためには，総じ

て資本主義的生産様式の基礎である世界市場における信用制度と競争とを前提する。

だが資本主義的生産のかかるより具体的な形態は，資本の一般的性質が理解された後

にのみ包括的に叙述されうる。」 （日評版 3の1 263ページ） 尚乙の点に関して

は，高木幸二郎著「恐慌論体系序説」 2.8ページ以下を参照。

ところが，乙のマルクスによって未完のままに残された課題を吟味し解決し

てゆくうえで，いわゆる近代経済理論の諸研究の成果がある種の関連をもって

くるのである。というのは，近代経済理論においては，一般的に言って，この

市場価格論の段階で議論が組立てられており，競争の経過に媒介された需要・

供給の短期的な変動が問題の中心になっているからである。したがって，この

市場価格の動態論をマルクスの構造論と比較してみる乙とは，マノレクスのiii"Jf)

価格論をさきに述べたような方向にそって発展させるうえに何かの参考になる

と考えられるのであって，このような立場にたって，以下，ケインズ的な価格

変動論をII今味の対象にのせっつ積極的見解を呈示してゆこうと思う。

(2) 

マルクスのばあいには，第一巻においても，また第二巻の実現理論や第三巻

の生産価格論においても，全く長期的な均衡体系として再生産が把えられてい

ると述べたのであるが，まずこのことが問題になるであろう。たしかにそこで

は，直接の研究対象は再生産の構造的な条件であり，したがって，需給の不一

致を前提とする短期的な現象は一応捨象されているようである。しかし，短期

的＝撹乱的な現象がそ乙で直接の研究対象になっていないという事実だけか
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ら，マルクスの分析に動態論がないなどとは決して言えないと思うのである。

このととを明らかにするために，マルクスの生産価格論を少し詳しく吟味し
(2) 

てみることにしよう。マルクスによれば，資本の具体的な姿は，生i主資本の循

環P……P, I当品資本の循環W’……W＇，および貨幣資本の循環 G……GFと

いう三つの資本形態の統一的な運動過程としてあらわれる。 「連続牲をもっ産

業資本のJJ~実的循環は流通ニおよび生産過程の統ーであるばかりでなく，その

三循J阜のすべての統ーである」 (Das Kapital, Bd JI, S. 98.邦訳， 5の198ペー

ジ）。資本の生産過程とi流通過程についての一般的反省を試みるのではなく，

進んで資本の「具体的諸形態を発見し且つ叙述」 (Bd ][, S. 47. 8の102ぺージ）

しようという第三巻においては，資本の運動はとの三つの循環運動の統一の過

程として把えられていると考えられるのであるが，第三巻に位置する生産価格

論、についてもこのことはあてはまる。つまりそこでは，資本の再生産過程が，

工場で機能する生産資本と市場に流れ出る商品資本，およびそれを媒介する貨

幣資本の対立的統ーの過程として問題になるのである。

(2）再生産過程の動態的な把握は，すでに第一巻の商晶論のうちにも充分花見出されう

るものである。それは，端緒的には，単純なる価値形態において， 「商品Aの価値は

質的には，商品Bの商品Aとの直接的な交換可能性によって表現される」 (Bd I. S. 

65.邦訳1の226ページ），ということのうちに示されている。商品と貨幣・価値と価

格のあいだにみいだされるこの端緒的な連関は，具体的規定をうる乙とによって，市

場価値と市場価格，更には生産価格と市場何倍の連関として再生され展開されてくる

ものと考えられるのであるが，いまはその点について論及する余裕はない。

いま，社会的再生産の過程が， I・II・IITという三つの生産部門の相互交流

によって営まれていると考える。そして，その三つの生産部門において生産活

動を行なうと主産資本Pの平均構成が， 工部門においては社会的平均よりも土位

にあり， E部門においては社会的平均lこ等しく，そしてE部門では社会的平均

より以下であると仮定する。したがって剰余価値率を一定とすれば，資本ii奇成

のl高度な工部i1Ljでほ，相対的にみて，生きた労働lこ比して死んだ、労働がより多

く使用されており，また資本構成の低位の直部門では，事情が逆になっている

ζとになる。
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今度は，これらの生産資本Pによって市場に供給される商品資本W'につい

て見てみよう。いまこれらの商品資本の「実現の条件」が完全にみたされて，

それらの商品資本がすべて価値どうりに販売されたと仮定する。つまり I. JI 

. ］［各部門の商品資本の供給がそれに対応する有効需要と見合い，社会的再生

産が均衡的に進行するばあいを考えるわけである。すると， I部門では投下資

本が相対的によりわずかの労働を充用し，しかもそれを市場で価値どうりに実

現するのであるから，そこでは，社会的にみて相対的に低い利潤率が実現せら

れ，他方E部門では，逆の過程をへて相対的に高い利潤率が実現されることに

なる。いま乙の事態を表式的に図示するならば，第一図の（1）価値表式の如くに

なるであろう。 （引く頁参照）

ところが問題はここから始まるのである。 「これらの相異なる諸利潤率は，

競争によって，これらのすべての相異なる利潤率の平均たる一つの一般的利潤

率に均等化される」 (Bd. 1[, S. 183，邦訳9の32ページ）。

こ乙で，いままで述べて来た社会的生産資本P……Pの運動と社会的商品資

本W人…・・W＇の運動は，再生産の具体においては，すべて貨幣資本 G……GI 

の運動によって媒介されているという乙とが想起されねばならなし」つまり，

I部門の生産資本の運動はその部門における400C+ lOOVの貨幣資本の投入に

よって開始され， E部門およびE部門の生産資本の辺動も，その部門における

120c十40Vおよび80C+60Vの貨幣資本の投入によって開始されているので

ある。そして他方商品資本の運動は，各部門における貨幣資本の投入の結果と

しての，生産手段に対する600の投資需要および必需品・宥（多品に対する400の

消費需要によって実現されることになる。つまり各生産部門の資本の運動は，

まず貨幣資本Gの投入によって開始され， そして商品資本の実現にともなう

G Fの回収によって完結することになるわけである。

そして重要な点は，このような形態つまり貨幣の自己増殖としてあらわれる

資本の運動は，その形態自身がはっきりと示しているように，ただより多くの

利潤を求めて運動を行なうということである。したがって現実の事態において

は，運動の結果として相対的にわずかの利潤率しか実現する乙との出来なかっ

たI部門では，その資本の運動が GFとして完結されるとともに回収されて，
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より！弓い利潤率の取f与されるE部門lこ新らしく投入されるものと考えられるの

「G……p...…G’は，事業からの退去に際して一個別資本の機能をである。

まだ，新たに機能し始めるー資本の最初終結する最後の市環でもありうるし，

(Bd. 11, S. 87, 5の177ページ）。つまり G…・G'lこ媒介の11円環でもありうる」

されたより高い利潤率を求めての生産資本の移動にほかならない。

図〉〈第

p ＇＝ニ20%

P'=25% 

P'=43% 

式

400C +10'.lV斗100m=600W

12')C＋明V十 4Dm=200W

BヲC+ 6DV + 60m=2つow

表イ直

I 

11 

J[ 

｛」Ii(1) 

6号。C+2'.JOV+2ううm

400C十 9'JV十9"m十団竺」＝ 580W日里山

= 2Cl0W九百7

8'.)C十 70V十 70mー「主主司＝ 220W日OLl

600C +2'.rV十200m

（工，］［lつの可変資本が移動する）市叫価格表式(2) 

p rニ23%

P'=25% 

P'=41% 

I 

12()C十 4つV十 40m11 

][ 

P'=2o% 

p Fニ25号合

P'=25% 

(I→J[20の可変資本が移動する）

4'.':0C + 8何十軒m十百五寸＝ 560W市【

= 200w I 2:n I 

soc+ sav十 som I 40m I = 240W i 200 I 

生産価格表式(3) 

I

E

E

 

12')C十 4QV十 4円m

600C十200V十2うつm

1：部門から匹部門へ10だけのロ］変資本が移動したと仮定いま計算の便宜上，

する。当然の乙とながら，社会的再生産の構造は（1）価値表式lこ示されたものと

I部門の生産資本が収納し1flは若干異なったものとなるであろう。一万では，

郊F目の生産資本が拡張することになるため，生産手段の長／：b量が減少し幸子（多畏

ところが仙万では，貨幣資本の投入量つまりの産出量；が増大することになる。

その結果として，生産子

段の過少供給と草子惨品の過剰供給が生ずることになるわけであるわ沼一図の（2)

商品資木に対する毎効話要量は不変にとどまるから，
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市場価格表式はこの事態を示すものであって，そこでは，（1）価値表式にみられ

たような需給一致の均衡状態は破壊され，流通過程における需給の対応・ G…

G FとWん ・W＇の対応は不均衡的になっているのである。生産子段は需要超過

のため価値以上の市場価格で実現され，他方審修品は供給過剰のため価値以下

の市場価格で販売されている。 「諸商品の一部分がその価値以上で売られるの

と同じ比率で，他の一部分がその価値以下で売られる」（］［， s. 182, 9の30ペー

ジ）。かくてその結果， I部門では実現を通じて価値以上のGFが取得されるた

め，実現利潤率は20%から23%に増大するのであるが， E部門では逆の過程を

経て逆の結果が生ずるのである。

このように，より多くの利潤のみを追求する諸資本の運動は，貨幣資本の投

入をもって開始され，それは流通過程にたえざる変動と撹乱を呼びおこすので

あるが，この貨幣資本の投入によって開始される諸資本の生産過程の結果は，

ほかならぬその流通過程で社会的な評価をうけとるのであって，いまの表式例

で言えば，それはI部門の23%の利潤率の取得とE部門の41%の利潤率の実現

として表示されるのである。そしてこの流通過程の結果は，再び次期の貨幣資

本の投入とそれにもとずく生産過程の開始を導き，結局，この G…G＇の投入

をもって開始される再生産過程の撹乱は，やがて「諸価値が諸生産価格に転化

するような需要・供給聞の比率」 (Bd. ][, S. 222）を生ぜしめるに到るのであ

る。つまり，市場価格の変動は，（3）の生産価格表式にみられるような，諸資本

が平等の利潤率を取得しうる時点まで盲目的にくり返されることになるわけで
(3) 

ある。

(3) 「転化問題」の論点の一つに，価値均衡と生産価格均衡との関連をめぐる問題が

ある。スウイージーは，マルクスの生産価格論においては再生産の均衡条件が考慮さ

れていないとマルクスを批判しつつ，価値均衡の表式から生産価格均衡の表式を導出

するのである。（P.M. Sweezy, The Theory of Capitalist Development. P. 

109）。ところでその際，価値均衡にみられる再生産の条件を不変のものと考えるとこ

ろにスウイツーの見解の特色があるのであるが，乙のような見解は，当然私の上述の

意見に対立するものである。もっともスウージ｛のばあいには，均衡条件として価値

的なものを考えているのか使用価値的・素材的なものを考えているのかはっきりせず
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，その点トップの解釈は素材的均衡を固守する乙とに徹底しているわけである。（M.

Dobb, On Economic Theory and Socialism, P. 275）。尚乙の点に関しての吉村

達次民の論稿（経済論叢， 83巻6号）は示唆に富む。

ととろで，もしマルクスの生産価格論をこのようなものとして理解すること

が許されるとするならば，それを単なる構造論や均衡論として把える乙とがい

かに誤まったものであるかは明らかであろう。もちろんマルクスが直接研究の

対象としたのは， P~1述のような生産価格形式のプロセスではなく，むしろ形成

された生産価格それ自体であり，均衡状態において成立すると考えられる生産

価格を構造的に分析する乙とであったわけであるが，しかしその構造論として

の生産価格論のうちには，動態的な市場価格論展開のための豊富な鍵がかくさ

れていると考えられるのである。

もちろん，現実的な市場価格論を展調するためには，乙のうえに更に，生産

過程における生産力の変化や流通過程における商業資本や信用の役割を考慮し

なければならないであろう。貨幣資本の運動や商品資木の運動は現実には，信

用や商業資本の介入をまって行はれるのであり，生産資本の辺動は，現実には

同定資本の蓄積と更新の過程として現われるのである。しかしながら，以上述

べたことのうちに，すでにマルクス的な市場価格論展開の基礎は充介にあたえ

られていると考えることは可能であろう。

(3) 

以上，マルクスにおける市場価格論展開の場を簡単に述べてみたわけである

が，これから問題にするケインズにおいては，まさに，いままで述べて来た貨

幣資本と現実資本のからみ合いの過程が，丁度市場価格論として展開されてい

る。そして，この貨幣要因と実物要因の相互的な把握という点に，ケインズ的
( 4) 

な価格理論・変動理論の特色があると与一えることが出来るであろう。

( 4) この点IC関しては拙稿「補整財政政策の価格理論j （経済論究第七号）を参照さ

れたい

周知のように，ケインズは，投資需要・有効需要としての G…GFが実物要

因に対してどのような作用を及ぼすかという観点から問題を提起する。つまり

需要はどのようにして生産資源の充用状、況つまり雇用に作用するかという問題
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であり， G・・・GFの変化に対応して P…PおよびW＇…W＇はどのような反応を

示すであろうかという問題である。そしてそ乙に生ずる需要・供給要因の対応

関係から，市場価格の変動が追跡されることになる。 「われわれの考慮のうち

に入れなければならないより重要な変化は，需要の変化が生産費と産出高にお

よぼす効果である」 (J. M. Keynes, The General Theory, P. 295.塩野谷訳 358

ページ，傍点、はケインズ）。先にマルクスの生産価格論を Jl今味した時に用いた，

I・Il・illという三つの生産部門を使ってこの点を見てみる乙とにしよう D

いま何等かの事情，例えば新技術の発明というような事情によって，生産財ー

生産部門Ilζ大量の独立投資が行われたと仮定する。或は，政府の公共投資が

生産手段に対する需要を大量に喚起したと考えてもよいD 先l乙マノレクスの市場

価格論を見た時には，事態を単純化するために，蓄積過程にともなう需要・供

給要因の累積的変動の経過は捨象されたのであるが，ここではまず第ーに，追

加投資需要としての G…GFがどのように需要要因として累積してゆくかが問

題とされるのである。乗数の原理および加速度の理論と呼ばれるものがそれで

あって，それは要するに工部門にあらわれた新投資需要が，それに数倍する消

費需要を喚起することによってEおよびE部門に波及し，他方， E部門および

E部門の拡張は誘発投資を導くことによって逆にI部門に反作用する，という

ことである。 「支出が導入されると，消費は乗数によって決定されるだけ増大

するであろう。この消費の増加は民間投資若干額を誘発し，この誘発投資は政

府支出の新たな流れとともに新たな投資総額を構成する」 (P. A. Samuelson, 

The Theory of Pump-Pri~ing Reexamined, The American Economic Review, 

Sept. 1939）。追加需要G…GFは相互に波及し合うことによって累積的に増大
(5) 

することになるわけである。

(5) いうまでもなく，乙の乗数・加速度の原理は決してケインズの創意によるもので

はない。乗数についていえば，それはすでに， N. Johannsenの Depressions-peri

oden und ihre einheitliche Ursache (1903）のうちに見出されうるものである。

また加速度原理についてみても，それが純概念と結びついて追加需要の問題として把

えられ，ケインズ的な思考のうちに取り入れられるようになるのは， R.Frisch, The 

Interrelation between Capital Production and Consumer-Taking (Journal 
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of Political Economy, Oct. 1931.）以後のことであろう。

この波及過程の形状は，限界消費性向と加速度系数の値によって決定される

わけであるが，次の問題は，この G・.. G Yの呆積的増大に対応する実物要閃P

…PおよびW＇…W＇の反応である。マルクスについて問題を見たときには，蓄

積過程lとともなう生産力の変化つまり生産資木の構成の変化は一応これを捨象

したのであるが，ケインズは丁度ζの問題を追った角度から分析していること

になる。つまりケインズは， G…G Fの変化ば当然生産資本の充用状態lこ変化

を生ぜしめると7与えるのであり，それが商品資本の産出量に作用すると言うわ

けである。不完全雇用均衡のもとでは，有能な労働力や優秀な生西空設備が大量

に存在するため，投入ノ白幣資本によって運動を開始せしめられる光用生産資木

の供給能力は大であるが，蓄積の進展｛こともなって完全雇用が接近すると，次

第に Bottle酬，Neck(The General’l'heory. P. 300）が発生して供給の弾力性が減

退するに到ると主張するのである。もちろんケインズは，この生産能力の低下

の過程を資本構成の変化として把えるのではなく， ただ「限界主要費用J

(Ibid. P. 300）の噌大として流通的に把えるにすぎないのであるが， しかしい

ずれlこせよ，先に述べた投入需要呈 G・・GFの波及過程の分肝と，乙の産出量：

W' ... W＇の変化の j旦担とを対照させることによって，ケインズ的な景気変動

論，つまり市場価格の累積的変動過程の分析が形成されてくることになる。

ところで，このように見てくるならば，以上のような体系をもっケインズの

市場価格論とマルクスのそれとの問に，ある障の関連があることがわかるであ

ろう。つまり両者は， G.. ・G Fとp .. pおよびW＇…V:1''或は貨幣資本と現実

資本の交錯する市場価格論の段階において共通の対家を問題lこしているわけで

あるc したがって，もしそうだとするならば，マルクスによって未完成に残さ

れた而溺価格論を完成させるうえで，体系的lこ展開されたケインズ的な浬論ば

当然吟l沫の対象iこりせられてよいほずである。そして事実，需要の波汝過程の

引先つまり東部（効果や加辿皮原理などは，充分？）レクスの市Jij(tlli格論のうちに

摂lj）くされうるものだと忠われるのである。

しかしながら，このように述べることによって，マルクスの体系とケインズ

の体系とのあL，、だにおお根本的な相j主を無倒することほ許されない。一一見して
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わかるように，両者が市場価格論という共通の対象を問題としているにもかか

わらず，それに対する接近のしかたには大きな違いがあるのである。ケインズ

においては．貨幣資本の投入を出発点とし．それによって生ずる有効需要の波及

がどのように生産要因に作用し産出量に影響するか，という角度から問題が見

られたのであるが．マルクスにおいては．同じ投入需要量と産出量との関係を論

ずるにしても，問題は生産要因の構造を出発点として説明されているように思
(6) 

われるのである。そしてこのことは，ケインズ的な有効需要政策の効果に対し
(7) 

て生産構造から規定される一定の限界を認めるという乙とにもなるわけである

(6) L・R・クラインは，有効需要理論の観点からケインズとマルクスを比較しつ

つ，ケインズにおいては生産諸要因が与件として把えられていると述べたあとで，次

のように書いている。 「マルクスのモデ）レは常に，需要と供給に関する完全な諸条件

をあたえることが出来るのであるが，ケインズのモデ）レについては，そういうことは

普通言えないのであるJ (Theories of Effective Demand and Employment. 

Journal of Political Economy, Apr. 1947）。

(7) 乙の点に関しては，岡橋保「金融政策の効果と限界J（経済評論， 1958年11月号）

参照。

マルクスにおいても，市場価格の変動をもたらす「起動力」（Bd.Il, S. 356) 

は，ケインズと同じように貨幣資本の投入であった。しかしながらマルクスに

おいては，乙の起動力としての貨幣資本の運動は，実は生産過程における生き

た労働と死んだ労働との比率にもとずく個別利潤率を媒介として開始されてい

るのである。最初に述べた第一図について言えばI部門とE部門との聞にある

生産資本の構成の差異を媒介として， G…G＇は I部門からE部門へと移動し

それが市場価格の変動をもたらしているのである。つまり， I部門およびE部

門における投下労働と価値（P…PとW＇…W＇）を出発点として G…GFの運

動が生じ市場価格の変動が生じているわけである。そして更に重要なととは，

乙の G…Grの運動と市場価格の変動とは，再び，社会的総労働と総価値によ

って規定される生産価格・平均利潤率をその運動の求心点lこもっ乙とになるの

である。第一図における（2）式から（3）式への移行は乙の乙とを示している。

私は最初にマノレクスの市場価格論を述べたとき，マルクスのそれが，価値論
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又は生産価格論という構造的・均衡的な理論を前提し内包するということを強

調したのであるが，まさにこの点こそが，マルクスとケインズとの聞の根本的

な追いになるのである。ケインズにおいては，流通過程における投入需要量と

産出量との対応関係のうちに，市場価格水準の変動が把えられたにすぎないの

であるが，マルクスにおいては，この流通的・変動的な市場価格水準と，生産

的・構造的な何値（生産価格）水準の対立が問題の1Jl心となるのである。そし

てマルクスのこのような考え方は，いままで捨象されていた生産力競争と蓄積

の過程を考慮に入れるならば，一層明瞭なものとなるであろうと思はれる。

(4) 

先に第一関によって問題を見たときには， I・II・lliという三つの生産部門

の生産資本の構成の相違が問題の出発点となったのであるが，現実には，生産

資木の資本構成の相違は，単［乙 I・II・lliという三つの生産部円相互間に限ら

れたものではなく，それぞれの部門の内部にある諸個別資本相互の聞にも存在

するはずである。そしてそのばあい，同一生産部門内の平均的な生産力水準より

も高仲ーの生産条件で生産を行う個別資木家は，特別剰余価値又は特別利潤を取

得することが出米るのである。したがって， I部門内部又はII. ］［部門の内部

で，この特別利潤を追求する生産力競争が生ずるのであって，その過程は同時
(8) 

lこ，生産規模の巨大化＝蓄積の過程にほかならない。

(8) 「まだ一般化していない改良された生産様式を充用する資本家は，市場価格以下

で売っても自分の個別的生産価格以上で売ることI二なる。かくて，彼にとっての利潤

率が増大するが，それはついピ競争によって均等化される。との均等化の期間中に

は，第二の要請たる技下資本の明大が生じる」 (Bd. ][, S. 259）のこの過程は同時

に，平均的利潤率の低落傾向を芯起せしめるものであるというととが注忘されねばな

らないの恐慌諭との関連において重要な点。

そして，資本制生産過程に内在するこのような矛盾を考慮lこ入れるならば，

流通過程における G…GFとW＇…W＇との対応関係もまた，第一図において述

べたものとは若干異ったものとなるのである。いまでは，無数の個別資本が特

別利i閏を；Jj求してたえず賃料資本の投下を行うので， Mt通i@tこにおける有効需
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要と供給量の対応関係はたえざる擾乱にさらされ，市場価格は累積的に変動す

ることになる。つまりそれは，第一図の（3）生産価格表式に示されるような均衡

状態に安定するものではないのである。もちろん，盲目的に投入されるG・.. G' 

Kよって変動にさらされる市場価格の水準は，たえず生産価格＝平均利潤の水

準に落ち着乙うとするのであるが，しかしそのために必要な資本移動や生産構

造の変革は，ただ無政府的・盲目的な個別資本の G…GI に導びかれる以外に

ないのであるから，それはたえざる撹乱の過程を通じてのみそうなるにすぎな

いのである。 「一般的利潤率における現実の変化は，極めて長い期聞にわたる

一連の諸動揺の遥かあとに現われる結果である」 (Bd. J[, S. 191）。

このような事態を表式的に示したものが，第二図の拡大再生産表式である。

〈第二図 拡大再生産表式〉

前提←一利潤率較差（市場価格の生産価格からの背離率）に比例して， 資

本移動額が決定される。

利潤率較差0%～1%, 1%～2%, 2%～3%……のとき， 資

本移動額（可変資本）はそれぞれ 10, 20, 30……となる。

(1）出発表式

( I. 5000C +lOOOV +10伽＝7000W

]I. 1430 C + 285 V + 285m = 2000m 

P'=16% 

P'=l6% 

マルクスの蓄積表式第2例，ローザ・ Jレクセンブ、Jレクーの表式を使用。マルクスのば

あいには，蓄積に際して資本構成不変であるが，いまは，生産力競争を考慮して，資

本構成が5: 1から 6: 1 に高められると考ええる。 （蓄積率は I……0.5, Il…… 

それに従属して 0.64)

(2）第一年度表式

( I. 5000C +1000料 5伽 K+428.6mC+71.4mV+ ~＝7000堕冨

]I. 1430C+ 285V+lOlmK+157.7mC+26.3mV-fl6.3示司＝2000同蕊万i

I に対する需要量 G…・・・G人・…・7016.3, Iの産出量 W＇…... w＇.…・・7000

]I l乙対する需要量 G……G＇…… 1983.7 Eの産出量 W＇…… W〆……2000

生産手段の市場価格 16.3 高騰 消費手段の市場価格 16.3 下落

不等価交換の結果，剰余価値が再分配される。かくて
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実現利潤率 I・・ .. ・・16.9% （増大） E……15.6% （低下）

前提lとより（利潤率較差 16.9ー15.6=1. 3) 20vがE→Iへと流入するのである

が，乙の過程は，同時に両部門内部における生産力競争を内包する。

（次年度において，工の資本構成低下， Eの資本構成高度化）

mC+mV士α
また蓄積率は = ，工……0.51 （増大） E……0.関（低下）

(3）第二年度表式

( I・瑚・6C+1107. 7V ＋日2・6mK＋必9.lmC+95. 7mV一陣4invl

E・1571.7C + 291.3V +119.6mK+l44.9mC +26.Sm科医亙亙

=76位 7喧!9
=2154. 3 l2IB3:71 

実現利潤率： I…・・16.5%（低下） E…・・17.2（増大）

蓄積率：工…・・0.48 （低下） E…・・0.69（増大）

利潤率較差 0.7(17.2-16.5）であるからI→TIへ10の可変資本移動

（次年度において， Iの資本構成高度化， Eの資本構成低下）

(4）第三年度表式

( I・田町比＋1醐 ov＋師同＋4田町十倍加V十回E
TI. 17払 7C+ 328.1 V+l01.8mK+l90.4mC ＋話.9mV－~

第←年度生産手段に対する超過需要＋16.3

消費手段に対する過少需要 一回.3

第三年度生産手段部門の急速な拡張 7000W→7643.7W 

=8225. 7 至璽ヨ

=2組 .9匿国

とれに対して，消費手段部門はあまり拡張せず， 2000W→2154.3W
I部門の主主張にともなう消費資料への需要増大 +29.4 

乙れに対して，生産手段は供給過剰となる ー29.4

第三年度消費手段部門の急速な拡張 2154.3W→24β1.9W

乙れに対し，生産手段部門は拡張テンポにぷる。 7643」7W→8225.7W
E部門の拡張lとともなう生産手段需要増大 +73. 7 

乙れに対して消費手段は供給過剰となる。 -73. 7 
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(2）の第一年度表式は， I部門およびE部門内部における生産力競争の結果が

流通過程に撹乱をもたらしていることを示している。工部門の産出量7000！乙対

して，それに応ずる有効需要は7016.3となっており，またE部門の産出量2000

に対して需要は1983.7となっているのである。そしてその結果は，生産手段の

市場価格の16.3の高騰と消費手段の市場価格の16.3の下落として表示されるの

であるが，このような流通過程の撹乱は実は，社会の生産が有効需要に対応し

て行はれるのでなく，ただより多くの特別利潤を追求して無政府的に行はれる

ということのうちにその根拠をもっているのである。

ところで， I部門はその生産物を高騰した市場価格で販売し， E部門はその

生産物を低落した市場価格で販売することになるので，交換は不等価交換とな
(9) 

り，剰余価値の一部分はE部門から I部門へ再分配される乙とになろう。つま

りI部門の G…G＇の運動は， W人・・G＇の過程つまり実現の過程においてより

多くの価値を取得して完結し， E部門のそれはその価値の一部分を失って完結

するわけである。そして乙のことは， I部門の実現利潤率の高騰と， E部門の

それの低落として表示される乙とになる。

(9) 不等価交換について一言すれば，第一年度表式のばあい， 5000C,428. 6mC, 

285V, 26.3mVなどはすべて内部交換で実現されるから，価格表現に変化が生じて

も問題はない。高騰叉は低落した価格で売って，高騰叉は低落した価格で買うからで

ある。問題は部門間交換であるが， Iの1571.4の価値をもっ生産手段とEの1587.7の

価値をもっ消費手段とが不等価交換されるととになる。その結果， 16.3の価値が再分

配され，素材的には， Iの収得消費資料の増大およびEの収得生産手段の減少が生ず

る乙とになる。

さて次の問題は，乙の回収された G・・・GFが次年度において新たに投入され

るところから始まるのであるが，乙こで当然、のこととして，低落した利潤率し

か実現することの出来なかったE部門から，高騰した利潤率の実現される I部

門へと， G…GFが移動するという乙とが考えられねばならない。またI部門

では，実現利潤率が高められるので当然蓄積率は高められ，逆にE部門では蓄

積率は低下すると考えられるから，結局，次年度においては， I部門は拡張刊

れた規模で生産を開始するととになり，逆lとE部門は縮少された規模で生産を
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行うことになる。つまり，無数の個別資本家の盲目的な生産の結果は，流通過

程で社会的・客観的な評価をうけるのであるが，その流通過程の評価が，今度

は次年度の生産をまた規定するわけである。

そして乙の過程は，次のような重要な内容を含むという乙とが注意されねば

ならない。まず第ーに，乙の過程は，変動的・流通的な市場価格の水準が，構

造的・均衡的な価値（生産価格）の水準に引きょせられる過程であるというと

とである。 E部門から工部門への資本移動や，工部門の蓄積率の増大およびE

部門の蓄積率の低落は，いずれも工部門の拡張とE部門の収縮をもたらす乙と

によって， I部門の高騰した市場価格を価値（生産価格）の水準に引きもど

し，またE部門の低落した価格水準を均衡水準に引き上げる作用をもっている

のである。 G…GFとW’…W＇の背離によって市場価格の変動が生じたのであ。。
るが，乙の変動は，次年度のP…Pによって均衡化されようとするのである。

帥以上の論述においては，均衡水準として，価値水準と生産価格水準と治宝同一視さ

れている。しかしながら，生産価格均衡を価値均衡の撹乱として把える私の立場から

すれば，乙の二つの均衡水準は決して同一視さるべきものではなしまたマルクスも

次のように述べてとの両者の区別を強調しているのである。 「諸慣場価格の動揺ーー

とれは，ある与えられた期聞における商品の平均市場価格を，市場価値にではなく，

乙の市場価値から背離し甚だしく相違する市場生産価格に還元する」 (Bd. ][, S. 

235，傍点はマルクス）。 との区別の意味する真の内容は，労働配分法則としての価

値法則は，生産価格のもとで否定的に自己を貫くというととであり，それは恐慌＝景

気循環との関連において重要な意味をもつのであるが，しかし紙数を限られた本稿で

は，その点にまで論議を進めるととは不可能であった。別稿を期したい。

しかしながら同時にまた乙の過程は，均衡的な価値水準からの市場価格の背

離を生み出さざるをえないというととが重要である。つまり，次年度の生産の

収縮や拡張によって， W人..w＇と G…GFとの均衡化がなされようとするので

あるが，しかしそれは，ただ盲目的・無政府的な個別資本の生産力競争に媒介

されてそうなるというにすぎない。したがって，均衡化作用の結果としてI部

門が拡張しE部門が収縮するのであるが，それは今度は逆にI部門の過剰生産

とE部門の過少生産をもたらす乙とになるのであり，均衡化作用は同時に不均
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衡要因になっているのである。（3）の第二年度表式はこの乙とを示しているので

あって，工部門の急速な拡張は7643.7の産出量をもたらしているのであるが，

それに対応すべき需要量は7614.3であり，したがって生産手段の市場価格は，

均衡的な価値（生産価格）水準から29.4だけ下落することになっている D 他方

消費手段も，逆の過程をへて均衡水準以上に価格が騰起し，結局，市場価格の

生産価格への均衡化は，ふたたび市場価格の不均衡化を生み出さざるをえない

のである。マルクス的な市場価格理論は，乙のように，構造的な要因と変動的

な要因，均衡と不均衡，生産と流通，商品と貨幣という対立的なものを，統一
(11) 

的に把握するところにその特色があると恩はれるのである。

(11) 生産力競争の過程を考慮に入れて問題を厳密に定式化するならば，対立はただ構

造要因と変動要因・商品と貨幣の間にあるだけでなく，更に構造要因の内部にも，即

ち商品それ自体の内部にも見出されるものと考えねばならない。個別的価値と社会的

価値（個別的生産価格と社会的生産価格）の対立がそれであって，現実には，構造要

因の内部にあるこの対立が生産力競争を呼びおこすことによって，上述の如き価値と

価格の対応を惹起せしめるととになるのである。価値と価格の対応のうちに価値形成

過程（生産力競争）が進行すると考えてもよい。第二図にみられるように3 市場価格

を生産価格に引きもどそうとする両部門閣の資本移動は，実は両部門内部における生

産力競争（下位部門の向汰と拡張）を内包するのであって，この両者の連関は，マル

クスによって指摘されている競争の二形態（Bd.J[. S. 206）の聞の連関に対応する

ものなのである。

最後に，作成された表式を第一年度から第三年度まで眺めてみると，次のよ

うな事実が明らかとなる。 （第二図参照）。まず第一年度においては，両部門

において資本構成が高度化されるために，生産手段に対する16.3の追加需要が

生じ，生産手段の価格高騰と I部門の利潤率増大がみられるのである。 E部門

については丁度乙れと逆の事態が生じている。したがって，第二年度には，こ

の高騰する利潤率に刺戟されたI部門の急速な拡張が生じ，他方利潤率の低落

はE部門の拡張をにぶらせることになる。

ところで，乙の二年度における工部門の急速な拡張は，単に生産手段に対す

る需要を喚起するばかりでなく，可変資本投入および剰余価値支出を通じて，
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消費子段に対する需要を高めるという乙とが注怠されねばならない。つまり工

部門における追加投資が消費財部門に対する需要をも喚起しているわけであっ

て，これを，いわゆる乗数効果の作用場面と考える乙とは可能であろう。との

ようにして，消費財に対する需要は増大するのであるが，他方， E部門の拡張

傾向は前年度の利潤率低下lこ媒介され鈍化しているので，当然消費財に対する

需要は供給を超過する乙とになり， E部門の価格両騰と利潤率増大が第二年度

の特徴的な結果となるのである。

かくて第三年度においては，このE部門の急速な拡張が生ずることになる。

産出量は2154.3から2401.9へと増大しているのであるが，しかし乙の消費財の

増産のためには，それを生産するための生産手段が必要であり，したがって生

産千段に対する需要は急速に増大せざるをえない。つまり，前年度における消

費需要の増加が，今年度においてより大きな規模で生産子段に対する需要を呼

びおこしているわけで，したがって，いわゆる加速度原理の作用場面をここに

求める ζ とは許されるであろう。他方， I部11日1ま，前年度における手r]r間率低落

の結果，今年度においては縮少傾向をもって生産を行っているので，生産子段

l乙対する需要起過は73.7という大きな値となるのである。

もちろん，乙乙で乗数効果や加速度原理といっても決して厳密な意味でそう

いうのではなく， 7こだある種の類似が示されているにすぎないo＇何故なら，乙

こではまだいろいろな具体的条件，例えば同定資本の運動などが捨象されてい

るからである。しかしながら，投資が消費を呼びおこしまた消費が投資を呼び

おこすことによって，再生産過程が次第に膨張してゆく様態（好況初期）はそ

こに示されているわけで，したがってそれは，市場価格の騰落に媒介された再

生産の具体的経過に対する一つの接近としての意味は，充分にもっていると考

えられるのである。

(1960. 10. 10) 




